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第１章 総則

（通則）

第１条 防衛政策等普及啓発事業費補助金（以下「補助



金」という。）の交付については、補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１

７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０

年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。

）その他の法令に定めるもののほか、この訓令の定め

るところによる。

（交付の目的）

第２条 補助金は、安全保障及び防衛政策に関して広く

国民に向けて普及・啓発する活動等を行っている団体

に対して交付することにより、当該団体の情報発信能

力の向上に寄与し、もって国民の防衛省・自衛隊に対

する更なる理解の促進を図ることを目的とする。

（補助金の交付）

第３条 補助金の交付に関する事務は、大臣官房長が行

うものとする。

第２章 防衛政策等普及啓発事業費補助金の交付

の要件等



（補助の対象）

第４条 防衛大臣は、次に掲げる要件のいずれにも該当

する団体（以下「対象団体」という。）が安全保障及

び防衛政策に関して広く国民に向けて普及・啓発する

活動等であって、国民の防衛省・自衛隊に対する更な

る理解の促進に資すると認められるもの（以下「補助

事業」という。）を行うときは、当該対象団体に対し

、予算の範囲内において、その費用の一部を補助する

ことができる。

⑴ 過去３年間に、安全保障及び防衛政策に関する講

演会、セミナー、シンポジウム等の開催実績がある

こと。

⑵ 本邦の営利を目的としない法人であって、日本国

内に主たる事務所を有しているものであること。

⑶ 政治活動又は宗教活動を行っていないこと。

⑷ 適正化法、適正化法施行令その他の法令に基づき

事業を実施及び管理する能力を有すること。

（補助の対象とする経費の範囲）



第５条 補助金を交付する経費は、次の各号に掲げる経

費の区分に応じ、当該各号に定める経費とする。

⑴ 講習会等開催費 会場借料、機器借上費並びに講

師等に対する交通費及び謝金

⑵ 事業資料作成費 チラシ、パンフレット等の作成

に要する費用

（補助金の額）

第６条 補助金の額は、前条各号に掲げる経費の総額に

２分の１を乗じて得た額の範囲内の額とする。

第３章 防衛政策等普及啓発事業費補助金の交付

等に係る手続

（補助金交付の申請）

第７条 対象団体は、補助金の交付を受けようとすると

きは、別記第１号様式による補助金交付申請書を防衛

大臣に提出しなければならない。

２ 前項の補助金交付申請書には、別記第２号様式によ

る事業計画明細書を添付しなければならない。

３ 第１項に規定する補助金交付申請書の提出期限は、



大臣官房長が別に定める。

（補助金交付の決定）

第８条 防衛大臣は、前条の規定による補助金交付申請

書の提出があったときは、当該交付申請書の審査を行

い、補助金を交付すべきと認めたときは、原則として

、当該交付申請書が到達した日の翌日から起算して１

月以内に交付の決定を行うものとする。

２ 防衛大臣は、前項の決定に際して必要な条件を付す

ことができる。

３ 防衛大臣は、前２項の決定を行ったときは、別記第

３号様式による補助金交付決定通知書により補助事業

を行う者（以下「補助事業者」という。）に通知する

ものとする。

（申請の取下げ）

第９条 補助事業者は、交付の決定の内容又はこれに付

された条件に対して不服があることにより、補助金の

交付の申請を取り下げようとするときは、前条第３項

の規定による補助金交付の決定の通知を受けた日から



起算して１５日以内にその旨を記載した書面を防衛大

臣に提出しなければならない。

（補助事業計画の変更）

第１０条 補助事業者は、補助事業の内容を変更しよう

とするとき又は補助事業に要する経費の配分を変更し

ようとするときは、あらかじめ、別記第４号様式によ

る補助事業計画変更承認申請書を防衛大臣に提出し、

その承認を受けなければならない。ただし、補助事業

に要する経費の配分の変更の場合は、第５条各号に規

定する経費の配分額のいずれか低い額の１０％以内の

変更を除く。

（補助事業の中止又は廃止）

第１１条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しよ

うとするときは、別記第５号様式による補助事業中止

（又は廃止）承認申請書を防衛大臣に提出し、その承

認を受けなければならない。

（状況報告）

第１２条 補助事業者は、補助事業の遂行及び収支の状



況について、防衛大臣の要求があったときは、速やか

に、別記第６号様式による補助事業状況報告書を提出

しなければならない。

（実績報告）

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（第

１１条の規定により補助事業の廃止の承認（以下「廃

止承認」という。）を受けたときを含む。）は、その

日（廃止承認を受けた場合には、当該廃止承認通知を

受理した日）から起算して１月を経過した日又は当該

日の属する国の会計年度の翌年度の４月１０日のいず

れか早い日までに、別記第７号様式による補助事業実

績報告書を防衛大臣に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１４条 防衛大臣は、前条の規定による補助事業実績

報告書の提出を受けた場合には、当該実績報告書の審

査を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が、補

助金交付の決定の内容（第１０条の規定による承認を

した場合は、その承認された内容）及びこれに付した



条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定し、別記第８号様式による補助金額確定通知

書により補助事業者に通知するものとする。

（補助金の経理）

第１５条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出

を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出

についての証拠書類を整理し、当該補助事業の完了又

は廃止の日の属する国の会計年度の翌年度から起算し

て５年間保存しなければならない。

（補助金の支払）

第１６条 補助金は、第１４条の規定により交付すべき

補助金の額を確定した後に支払うものとする。

（補助金交付の決定の取消し等）

第１７条 防衛大臣は、第１１条の規定による補助事業

の中止若しくは廃止の申請があった場合又は次に掲げ

る場合には、第８条の交付の決定の全部若しくは一部

を取り消し、又は変更することができる。ただし、第

４号の場合において、補助事業のうち既に経過した期



間に係る部分については、この限りでない。

⑴ 補助事業者が、適正化法、適正化法施行令その他

の法令若しくはこの訓令の規定又はこれらに基づく

防衛大臣の処分若しくは指示に違反した場合

⑵ 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使

用した場合

⑶ 補助事業者が、補助事業に関して、不正、怠慢そ

の他不適切な行為をした場合

⑷ 天災地変その他補助金交付の決定後生じた事情の

変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要

がなくなった場合その他の理由により補助事業を遂

行することができない場合（補助事業者の責に帰す

べき事情による場合を除く。）

２ 防衛大臣は、前項の規定により補助金交付の決定の

取消しを行った場合は、補助事業者に対し、交付した

補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。

第４章 雑則

（委任規定）



第１８条 この訓令の実施に関し必要な事項は、大臣官

房長が定める。

附 則

この訓令は、令和元年６月２６日から施行する。



別記第１号様式（第７条関係）

補助金交付申請書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

団 体 名

氏 名 印

○○年度において、下記のとおり（事業名等）を実施したいので、防衛政

策等普及啓発事業費補助金交付要綱により補助金の交付を申請する。

記

１ 事 業 の 概 要：

２ 補 助 金 交 付 申 請 額： 円

３ 事業の目的・内容及び経費配分：事業計画明細書に記載のとおり

４ 事 業 実 施 予 定 期 日： 年 月 日

添付書類：１ 事業計画明細書

２ 申請者の営む主な事業が分かる書類

３ 申請者の資産及び負債に関する書類

４ 過去に開催した講演会、セミナー、シンポジウム等の実績

が分かる書類

５ 事業の効果



別記第２号様式（第７条関係）

事 業 計 画 明 細 書

１ 事業の目的・内容

事業の目的・内 補助申請額

容 自己資金（※）

２ 経費の区分及び算出基礎等

経費の区分 所要額 内 訳 算 出 基 礎

（円） 補助金の額 自己資金

（円） （円）

会場借料

機器借上費

交通費(講師等

)

謝金(講師等)

資料作成費

(チラシ・パン

フレット等)

計

３ 事業に関して生ずる収入金

（※）自己資金については、下記の表に、具体的な調達方法を明記願います。

調達方法内訳 金額

自己資金合計額

項　目 金　額

円

合　計 円



別記第３号様式（第８条関係）

文 書 番 号

年 月 日

補助金交付決定通知書

（団 体 名） 殿

防 衛 大 臣 印

○○年○○月○○日に貴団体より申請された防衛政策等普及啓発事業費補助金については、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正

化法」という。）第６条第１項（又は第３項）の規定により、交付することを決定した

ので、適正化法第８条の規定により通知する。

注：１ 補助金の交付の条件は、次のとおりとする。

（１）適正化法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令（昭和３０年政令第２５５号）、本補助金交付要綱及び○○年度募

集要領に従わなければならない。

（２）補助事業の実施について、次のいずれかに該当する場合には、あ

らかじめ、大臣の承認又は指示を受けなければならない。

ア 補助事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）を

するとき

イ 補助事業の内容を変更をするとき

ウ 補助事業を中止し、又は廃止するとき

エ 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂行

が困難となったとき

２ 適正化法第９条第１項の規定による申請の取下げをすることができ

る期限は、交付決定の通知を受けた日から起算して１５日以内とする。



別記第４号様式（第１０条関係）

補 助 事 業 計 画 変 更 承 認 申 請 書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

団 体 名

氏 名 印

○○年○○月○○日付け防官広第○○○号で補助金の交付の決定の通知が

あった（事業名等）の実施について、別紙理由書に記載した理由により事業

の内容及び経費の配分を変更したいので、関係書類を添えて申請する。

注： 関係書類は、補助金交付申請書又は補助事業計画変更承認申請書に添付

された書面の各葉のうち、補助事業の計画の変更に伴い変更を必要とする

事項が記入されている書面について、変更前と変更後の補助事業の計画の

相違を容易に比較対照できるよう所要の修正を加えたものとする。



別記第５号様式（第１１条関係）

補助事業中止（又は廃止）承認申請書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

団 体 名

氏 名 印

○○年○○月○○日付け防官広第○○○号で補助金の交付の決定の通知が

あった（事業名等）の実施について、下記の理由により事業中止（又は廃止

）をしたいので、承認されたく申請する。

記

中止（又は廃止）の理由

以 上



別記第６号様式（第１２条関係）

補助事業状況報告書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

団 体 名

氏 名 印

○○年○○月○○日付け防官広第○○○号で補助金の交付の決定の通知があ

った（事業名等）について、○○年○○月○○日現在の遂行状況を以下のと

おり報告する。

記

○○年○○月○○日現在の事業遂行状況

以上



別記第７号様式（第１３条関係）

補 助 事 業 実 績 報 告 書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

団 体 名

氏 名 印

○○年○○月○○日付け防官広第○○○号で補助金交付決定の通知があっ

た（事業名等）を完了したので、下記のとおり報告する。

記

１ 事業の概要：

２ 事 業 実 施 日： 年 月 日

３ 事業の支払実績額

経費の区分 支払実績額

会場借料

機器借上費

交通費（講師等）

謝金（講師等）

資料作成費

（チラシ・パンフレット等）

合計額

４ 事業の成果：

添付書類：１ 支払明細書

２ 領収書原本

３ 事業の成果を示す写真



別記第８号様式（第１４条関係）

文 書 番 号

年 月 日

補助金額確定通知書

（団 体 名） 殿

防 衛 大 臣 印

○○年○○月○○日付け補助事業実績報告書について審査した結果、補助金交付決定通

知書（防官広第○○○号。○○年○○月○○日）により通知した補助金の額を下記のとお

り確定したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１

７９号）第１５条の規定により通知します。

記

確定補助金額： 円


